
平成２４年

博士課程
Ⅰ．リーダ

以下１．～

なお、記入

い。また、取

範囲で記入す

築した。） 

１．優秀な学

ログラムの整

（優秀な学生

構築に当た

【プログラ
グラム（以
起する問題
立が必要と
脳科学の諸
している。
研究科、基
脳科学の 3
とによって
キング型」
色は、分野
の方向性を
産業界の視
ベーション
ニケーショ
アドバイザ
【規程整備
プログラム
ェアイノベ

２．コース

れているか

（プログラム

体的に記入

【科目構成
識を習得す
アの研究推
域コア科目
（以下、イ
として自身
たに導入し
の講師が担
出過程を学
トリーチを
が講師を務
また学生自
分野の研究
ターンシッ
めるととも
【研究室ロ
籍研究科以
また、3～4
【修了要件

（機関名：大阪大

年度採択プロ

程教育リー
ダーを養成す

５．について

にあたっては

取組を推進し

するよう留意

学生をグロー

整備） 

生を俯瞰力と独

たり産業界等外

ラムの概要】
以下、「本プロ
題に対応でき
いう社会の

諸分野にまた
本プログラ

基礎工学研究
領域のダイ

て新たなイノ
の博士人材

野の異なる学
を転換できる
視点を得るた
ン創出過程に

ン力が重要
ザリ委員会を
備】博士課程教
ムの内容は博
ベーション博

ワークや複数

（カリキュラ

ムの人材養成目

入してください

成】本プログ
するためのヒ
推進に必要な

、1-5 年次
ンターンシ

身の専門と異
した。領域コ
担当する「ヒ
学ぶ必須科目
を実習から学
務める「イノベ

身で研究を
究者との融合
ップを必須科
もに、融合領
ローテーショ
以外の研究室
4 日の泊り込
件】上記の科

大学 類型：複合

グラム 中

ーディング
る学位プロ

て適宜定量的

は申請時と比

した者・部署

意してくださ

ーバルに活躍

独創性を備えた

外部の意見をど

ヒューマン
ログラム」と
る情報技術
要請に応え

たがった分野
ムでは、大

究科の 3 研究
イナミクスを
ベーション
を育成する
生達による徹
イノベーシ
め連携企業
おいてリー

要であること
設置し、意見
教育リーディ

博士教育リーデ
博士課程プロ

数専攻制、研

ラムの整備）

目的に応じた幅

い。） 

ラムは、情報
ューマンウ
知識、手法

次）、国内外の
シップ科目、3
異なる分野の知

ア科目におい
ューマンウェ
によりデザ

学ぶ必須科目
ベーション実
推進する「
研究を牽引す

科目としてい
領域で活躍す

ンおよび泊
室を必ず含む
込み合宿を実
科目構成の中

合領域型（情報

間評価調書

グプログ
グラムの確立

な指標を活用

比較して達成さ

署、体制整備を

い。（例：○

躍するリーダー

たリーダーへと

どのように取り

ウェアイノベ
と示す）では
術としての「
るべく、情報
の発展を牽
阪大学の情報

究科の連携の
を捉え、相互
を起こすこ
5 年一貫の学
徹底した議論
ョン牽引リー
からの参画メ
ダーシップを
を念頭にプロ
見を反映させ
ィングプログ
ディングプロ
グラム）に関

研究室ローテー

 

幅広い知識を学

報、生命、認
ェア領域基礎
を習得し、研
の企業や研究
3 年次以降）
知識習得が必
いては、研究
ェアイノベー
イン力やマネ
によりコミュ
実践演習」を
ヒューマンウ
する総合能力
る。3 研究科
る素養を修得
り込み合宿
2 研究室で研

実施して徹底
から 40 単位

報） ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ名
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ラム 中
立 

用するなどし

された点とさ

を主導した者

○○長主導の下

ーへと導く一

と導く一貫した

り入れているか

ベーション博
は、激変する情
ヒューマン
報科学、生命
引できるリー
報科学研究科
下、情報、生

互にフィードバ
とのできる
学位プログラ
論『斉同熟議
ーダーを養成
メンバーと産
を発揮するた
ログラムを整
せながらプロ
グラムは大阪
ログラム「大
関する規則」

ーションをは

学生が実質的に

認知・脳科学
礎科目（以下
研究を実践す
究機関で研鑽
）からなる。
必要との観点
究指導だけで
ーション創出
ネジメント力
ュニケーショ
を配置し、平
ウェア融合領
力を修得する
科と協力し全
得するプログ
（斉同熟議）
研究活動に参

底した議論『
位以上を修得

称：ヒューマン

間評価調

して、具体的か

されていない

者・部署や学

下・・・／○

一貫した学位

た学位プログラ

かという観点も

博士課程プロ
情報社会で生
ウェア」の確

命科学、認知
ーダーを育成
科、生命機能
生命、認知
バックするこ
「ネットワー
ラムを整備し
議』に基づく
成する点にあ
産学連携連絡
ために、デザ
整備している
ログラムを整
阪大学大学院
大阪大学未来

に定められ

はじめ教育指

に修得できる工

学の分野にお
下、領域基礎
するヒューマ
鑽するヒュー

平成 26 年
点から、「ヒ
でなく、1 年
出論」や、企
力を修得する
ョン力を修得

平成 26 年度に
領域プロジェ
る。また、国
全部で 138 科
グラムを実施
）】異なる分
参加すること
斉同熟議』を

得することを

ンウェアイノベー

調書 

かつ明確、簡

点が明確とな

内外部署協力

○○と△△の連

プログラムが

ラムが整備され

も含め具体的に

ロ
生
確
・
成
能
・
こ
ー
している。本
く融合研究に
ある（上図）
絡協議会にお
ザイン力、マ
る。また、国
整備している
院学則第 5条の
来戦略機構第
れ、運営され

導の内容が広

工夫がなされて

おいて自らの
礎科目、1 年
マンウェア領
ーマンウェア
年度より申請
ューマンウ

年次には各分
企業訪問を通
る。2 年次に
得する。3 年
に試行、平成
ェクト研究」
国内外の企業
科目を開講し
施している。
分野の学生が
とを必須単位
を実施してい
修了要件と

ーション博士課程

簡潔に記入して

なるよう留意

力体制につい

連携の下、～

が整備されて

れているか、

に記入してくだ

本プログラム
により、イノ
。本プログ

おいて深く議
マネジメント
国際的視点の
る。 
の 5第１項に

第四部門（ヒ
れている。 
広範かつ体系

ているかとい

の専門と異な
年次）、ヒュ
領域コア科目
アインターン
請時に加え領
ェア基礎論

分野の企業や
通してイノベ
には、対話や
年次には、企
成 27 年度より

を配置し、
業や研究機関
し、自らの専

 
がグループに
位の中で実施
いる。 
している。 

様式１

程プログラム）

てください。

意してくださ

いては可能な

～の体制を構

ているか（プ

プログラムの

ださい。） 

の最大の特
ベーション

グラムでは、
議論し、イノ
ト力、コミュ
ために国際

に定められ、
ューマンウ

系的に整備さ

う点も含め具

る分野の知
ーマンウェ
（以下、領
シップ科目

領域基礎科目
I、II」を新

や研究所から
ベーション創
や討論、アウ
企業の参画者
り実施する。
異なる専門

関で行うイン
専門領域を深

なって、在
施している。

 

 

 



３．専門分野

導の充実） 

（学生が専門

点について

本プログ
力を修得さ

【ヒューマ
異なる分野
ている。基
【領域コア
科学の自ら
研究」を実
独創力を養
め、企業訪
【イノベー
する自覚を
【学生アド
１名、産業
し、複眼的
アドバイス
【教員セミ
る、各分野
また教員同
給している
【オフィス
がった専門

４．優秀な学

取組の実施

（学生が主体

が構築され

【学習環境
利用でき、
えた。また
実験室も整
特任教員が
27 年度には
たなスペー
【学生の自
取組を行っ
画により実
社会人とし
（ベンチャ
ル創成 WS」
【学生同士
いる。研究
会議発表、
る。平成 26
明」（研究費
に行うもの
【海外渡航
海外派遣制
海外での活

他学年も
の形に至る

（機関名：大阪大

野の枠を超え

門分野のみなら

ても記入してく

グラムでは、
せるために

マンウェア基
野の知識を修
基礎論 II では
ア科目におけ
らの専門領域
実践させ、俯瞰
養成する。さ
訪問やサイエ
ーション創出
を促す講義を
ドバイザリ委
業界など大学
的に指導を行
スに加え、キ
ミナーおよび
野における世
同士が融合研
。 

スアワーの実
門分野の特任

学生が主体的

施） 

体的に独創的な

れているかとい

境の整備】平成
常に討論す

た、情報科学
整備した。さ
が、履修生と
は履修生の人
ースを拡張し
自主企画活動
ている。平成

実施された（9
して必要なコ
ャ起業の指導
」（参加者数

士の融合研究
究計画を申請

論文採択に
6 年度は「エ
費 800 千円）

のであるが、
航支援】平成
制度、海外イ
活動も支援、

も交えた学生
もので、この

大学 類型：複合

えて第一級の

らずその枠を超

ください。） 

情報科学、生
、各分野の教

基礎論 I、II の
修得させるた
は、実際に異
ける研究指導
域とは異なる領
瞰力を養う。
らに、社会と
ンスコミュ
論】各分野の
行っている。

委員会と指導
学外のメンバ
行っている。学

ャリアパス
び融合研究セ
世界第一級の
研究を実践し

実施】情報科学
任教員が、履修

的に学内外で

な研究等を計画

いう点も含め具

成 25 年度に
することので
学分野の学生

らに、オフ
常に議論で

人数の増加に
、履修生の活

動支援】履修
成 25 年度は
9 月 29 日～
ミュニケー

導者西岡郁夫氏
数 12 名）など
究支援】履修生
書の形でま
至っており、

エイ形態模倣
が実施され

学生の要望
25 年度から
ンターンシ
履修生の英語

生の自主企画活
の一連のプロ

合領域型（情報

の教員と緊密に

超えた分野も含

生命科学、認
教員の緊密な

の設置】ヒュ
め、情報科学
分野の学生
】自らの専門
領域を専門
。また履修生
と関わり自ら
ニケータによ
の企業や研究
。俯瞰力や独
体制】各履修

バー１名を含
学生アドバイ
などについて
ミナーの実
教員陣が交
紹介するこ

学、生命科学
修生と常に議

で切磋琢磨し刺

画、実践できる

具体的に記入し

には、履修生が
きるセミナー
が生命系の研
ィスアワーを
きる環境を整

に対応し、情報
活動の支援を
生の自主企画
1 泊 2 日の合
30 日開催、
ション能力」
氏の出張塾）
どが実施され
生同士の斉同
とめさせ、応
、デザイン力

倣ロボットの
れている。こ
もあり計画を

ら国際会議や
ップを試行的
語によるコ

活動、融合研
ロセスを遂行

報） ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ名
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に議論するな

含め、俯瞰力と

認知・脳科学
な連携により

ューマンウェ
学、生命科学
と融合研究を
門領域の研究
とする履修生
生に融合領域
らの発想を提
よる講義も実
究所の講師を
独創力を修得
修生に、専攻

含む複数の専
イザリ委員会
てもアドバイ
施】本プロ

交代で、セミ
とで、学生

学、認知・脳
議論できる環

刺激し合う魅

る工夫がなされ

してください。

が時間を問わ
ールーム環境
研究を行える
を設け、諸分
整えている。
報科学研究科
を充実させる
画活動を支援
合宿が学生自
参加者数 19
」（参加者数
）（参加者数
れコミュニケ
同熟議より生
応募、報告さ
力、コミュニ

の開発」（研究
これらの融合
を超えた前倒

や海外の大学
的に実施する
ミュニケーシ

研究、海外渡
行できること

称：ヒューマン

など充実した

と独創力を養成

学の諸分野に
り以下の科目

ェア基礎論 I
学、認知・脳
を行うことを
究を進める他
生から成るグ
域の研究テー
提案し、新た
実施している
を招聘し、リ
得する心構え
攻教員（指導

専門家からな
会では、融合
イスを与えて
グラムに関
ナーを行っ
にアイデア

脳科学の諸分
環境を整えて

魅力的な取組

れているか、学

。） 

わずに
境を整
る生命
分野の
。平成
科に新
る。 
援する
自主企
9 名）。また平
数 11 名）、平
数 11 名）、平
ケーション力
生まれたアイ
させている。
ニケーション
究費 820 千円
合研究はカリ
倒し実施を支

学を 1～2 週間
る制度（プレ
ション力を磨

渡航は、履修
とは、履修生に

ンウェアイノベー

研究指導が行

成する研究指導

にまたがった
目を設置、運

では、自らの
脳科学の基礎
を通して指導
他、情報科学
グループを作
ーマも立案お
たな価値を創
る。 
ーダー人材

えを説くこと
導教員を含む
る学生アド

合領域研究に
ている。 
わってい
ている。
の種を供

分野をまた
ている。  

が行われてい

学生が学修研究

平成 26 年 3
平成 26 年 5 月
平成 26 年 10
力、マネジメ
イデアを融合

異なる分野
ン力、マネジ
円）、「メダカ
キュラムと

支援している
間程度訪問し
レインターン
磨いている。

修生が企画書
にとって貴重

セミナール

（

ーション博士課程

行われている

導も行われて

た融合領域で
運営している

の専門分野の
礎に関する講
導を行ってい
学、生命科学
作って研究を
および実行さ
創造する力を

材として融合
とに注力して
む）の他、他
バイザリ委

に関する多角

いるか（切磋

究に専念でき

月 12 日「マ
月 24 日「出
月 2 日「ビ
ント力を磨

合研究の形で
野の履修生が
ジメント力が
カの色覚メカ
しては 3 年

る。 
し、研究成果
ンシップ制度

 

書を作成し応
重な体験にな

教員セミナ
（認知・脳科学領

（H26 年

ルームでの斉同

（H26 年度） 

様式１

程プログラム）

るか（研究指

いるかという

で活躍できる
る。 

のみならず、
講義を実施し
いる。 
学、認知・脳
を行う「融合
せることで
修得するた

合分野を牽引
ている。 
他研究科教員
員会を設置

角的な評価、

磋琢磨し合う

る組織的支援

マナー講座：
出張・西岡塾
ビジネスモデ
いている。

で実施させて
共同し国際
磨かれてい
ニズムの解

年次で中心的

果を討論する
度）を設け、

応募、報告書
なっている。

ナーの様子 
領域、石黒教授）
年度） 

同熟議 

 

 

 



様式１ 

（機関名：大阪大学 類型：複合領域型（情報） ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ名称：ヒューマンウェアイノベーション博士課程プログラム） 
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５．学生の在籍する研究科・専攻との緊密な連携の下、学生への過度な負担の軽減にも配慮したカリキュラ

ムとなっているか（学生の在籍する研究科・専攻との連携） 

（カリキュラムを整備するにあたり、学生への過度な負担を軽減するために、学生の在籍する研究科・専攻とどのよう

な緊密な連携や取組、対策を行っているかについて具体的に記入してください。） 

【学生の在籍する研究科との連携によるカリキュラムの策定】本プログラムは、履修生の在籍する情報
科学研究科、生命機能研究科、基礎工学研究科との強力な連携の下、カリキュラムの策定を行っている。
本プログラムの教務委員会は、各研究科の教務委員会と常に連携をとり、カリキュラムの策定、単位の
相互認定を行い、各学年において履修生への過度な負担を軽減することにも配慮している。一方、履修
生が自らの専門分野のみならず、異なる分野の知識を修得するため、情報科学、生命科学、認知・脳科
学の諸分野をまたがった分野の基礎を身に付ける科目を設置し、異なる学問分野の研究内容について履
修生が戸惑うことなく勉学を進め、負担とならないカリキュラムを策定している。 
【学生の過度な負担の軽減に配慮したカリキュラムの策定】本プログラムは異なる分野の領域の研究者
と熟議できる人材を育成することを目標にしている。しかし、初期の段階においては、履修生が自らの
専門分野のみならず、異なる分野の知識を修得するための負担が大きいのも事実であることから、情報
科学、生命科学、認知・脳科学の諸分野をまたがった分野の基礎を修得できる科目を平成 26 年度から
領域基礎科目として新たに設置した。すなわち、ヒューマンウェア基礎論Ⅰにおいては、これらの分野
において基礎的に身に付けておくべき内容について講義を行っている。また、ヒューマンウェア基礎論
Ⅱでは、実習形式を取り入れることで異分野の学生同士が議論し、融合研究を負担なくスタートさせて
いる。本プログラムの１年次の領域基礎科目においては、各研究科の教務委員会と緊密な連携を行い、
各研究科で修了要件科目としている講義科目、実習科目のうち、本プログラムに関連あるものを基礎科
目として登録することで、履修生が本プログラムで当該科目を履修した場合、研究科の科目としても修
了単位に一部認める措置を取っている。 
また、領域コア科目においては、履修生が所属する研究室で行う専門研究については、ヒューマンウ

ェア領域基礎研究、ヒューマンウェア融合領域研究、ヒューマンウェア融合領域プロジェクト研究、ヒ
ューマンウェア PI 融合領域プロジェクト研究の中の専門研究の部分としても認める措置をとることに
より、自らの専門研究と、異なる分野における融合研究を進めながらも過度な負担とならないよう配慮
している（融合研究については、研究科をまたぐ学生および教員との共同研究を必須としている）。ヒ
ューマンウェアインターンシップ科目においても本プログラムで短期、長期のインターンシップを実施
した場合には、研究科のインターンシップ科目の単位として認める措置を取り、履修生の過度な負担の
軽減に配慮している。これらのように、本プログラムの教務委員会と各研究科の教務委員会が密接に連
携して単位認定を行っている。 
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Ⅱ．産学官民参画による修了者のグローバルリーダーとしての成長及び活躍の実現性 

以下の１．～５．について適宜定量的な指標を活用するなどして、具体的かつ明確、簡潔に記入してくださ

い。なお、記入にあたっては申請時と比較して達成された点とされていない点が明確となるよう留意してく

ださい。また、取組を推進した者・部署、体制整備を主導した者・部署や学内外部署協力体制については可

能な範囲で記入するよう留意してください。（例：○○長主導の下・・・／○○と△△の連携の下、～の体制

を構築した。） 
１．学生が俯瞰力や独創力等の汎用力を身に付けることができる見通しが得られているか、また、学生自身

が成長を実感しているか（汎用力の育成） 

（プログラム申請時に掲げた学生が修得すべき能力についていかなる指標を持って測り、学生を育成しているのか、そ

の結果として学生自身がどの程度成長を実感しているのか、という観点から具体的に記入してください。） 

本プログラムでは、情報科学研究科、生命機能研究科、基礎工学研究科の連携の下、本プログラムの
産学官連携委員会と参画企業、学外研究機関をメンバーとする産学連携連絡協議会を設置している。こ
の協議会において社会的課題を解決する履修生の教育を産学の連携のもと策定・実施している。 

【GPI スキル診断と熟達度】本プログラムでは俯瞰力や独創力を持ちグローバルに活躍するリーダー
（GPI（Global Principal Investigator））が備えるべき力を、デザイン力、コミュニケーション力、マ
ネジメント力といった角度で分析し、GPI スキル標準と定めている。これらを評価項目に設定した GPI
スキル診断システムを平成 24 年度に Web 上に構築し、平成 25 年度より運用しており、学生が自身の
学習、研究計画の策定や見直しに役立てるために本診断を毎年実施し、自身の熟達度を自ら確認してい
る。さらに、学生アドバイザリ委員会が診断結果を分析し、スキル向上の指針を与えている。このシス
テムについては産業界において試行がなされ、内容や熟達度について賛同を得ていると同時に PDCA
（計画・実施・検討・対処）サイクルを回して内容について常に改善を行っている。 
【学生アドバイザリ委員会】学生アドバイザリ委員会が I.3.に示したように各履修生に対して設置され、
複眼的な評価を持って指導に当たっている。アドバイザリ委員は学生の報告を受け、GPI スキル熟達度
を見て、俯瞰力や独創性に加え、リーダーとしての資質を修得しつつあるか評価しながら総合的に学生
の指導に当たることによって見通しの良い指導を行うことが可能となっている。特に、産業界の委員か
らはスキルパスなど将来の活躍の場にあたっての視点からアドバイスを頂いている。 
平成 27 年 5 月に実施したアンケートにより、回答のあった履修生の 85%が GPI スキル診断の評価項

目により成長を実感できると回答している。また、92%が企業を含めたアドバイザリ委員の指導を受け
ることが、自身の成長過程に役立っていると回答しており、多数の履修生が本プログラムにより成長を
実感していることが確認されている。 
２．産学官民等の機関等が改革理念を共有しプログラムに積極的に参画しているか（外部機関の参画） 

本プログラムでは、産学連携連絡協議会を設置し、養成する博士人材像の議論を行い、従来の大学院
教育を改革しリーダーを育成するという理念を共有することで以下のプログラムを共同実施している。
【ヒューマンウェアイノベーション創出論】各分野の企業や研究所の講師によるセミナーを行い、将来
リーダー人材として融合分野を牽引する自覚を促す講義を行っている。申請時に、「プログラムがアカ
デミア人材の養成にやや力点が置かれすぎているのではないか」といった指摘事項があったことを踏ま
え、講義において社会でリーダーシップを発揮できる内容を学べることに力点をおいて実施している。
【ヒューマンウェア領域基礎研究の一部】参画企業 4 社を含む企業 8 社に、それぞれ 2～3 人の履修生
がグループで訪問し、インタビューを通してイノベーションの成立過程について議論させている。 
【ヒューマンウェア融合領域研究の一部】日本科学未来館や科学技術振興機構（JST）科学コミュニケ
ーションセンターから講師を招き、発表や対話、アウトリーチに関する座学および実習を実施している。
【イノベーション実践演習】カリキュラム上は 3 年次配当であるため平成 27 年度以降に本格実施とな
るが、産学連携連絡協議会において内容を協議し、平成 26 年度に参画企業の学外担当者が講師を担当
して博士課程の学生を参加させて試行した。社会で想定される課題を実践により解決する力を養う。 
【インターンシップ】学外担当者が協力し、履修生を受け入れインターンシップを行わせることで、履
修生が社会で想定される課題を実践的に解決する力を養う（長期 6 ヶ月、短期 3 ヶ月）。 
【学生アドバイザリ委員会】I.3.に示したように学生アドバイザリ委員会が各履修生に対して設置され、
他研究科、大学外の研究機関や企業の委員も加わって、複眼的な評価を持って指導に当たっている。こ
の学生アドバイザリ委員会は学位審査にも加わることを想定している。 
【シンポジウム】平成 26 年度に、「リーダー育成への布石」というテーマで第 2 回シンポジウムを開催
し、博士人材を産官学がどのように教育していくかという点についてパネルディスカッション形式で議
論した。シンポジウムには、208 名の参加者があり、博士人材の社会活用について深く議論された。学
外の企業の担当者もシンポジストとして参画し、企業の立場から博士教育に関する具体的意見や提言を
行い、学位修了後のキャリアパスなどについても議論した。 
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３．修了者が各界のリーダーとしてグローバルに活躍する多様で具体的なキャリアパスの見通しを提示でき

ているか、また、キャリアパス開拓のため、専任のプログラム担当者の配置や企業の人事担当者へのはたら

きかけなど具体的な取組が進められているか（キャリアパスの見通し） 

（修了生のキャリアパスの多様性について、プログラム開始前と比較した目標（特にアカデミア以外にどの程度輩出す

るか）を含めて記入してください。また、本プログラムの修了者がある場合についてはその就職先についても記入して

ください。）   

本プログラムでは、異なる専門分野で双方向性を持って研究を行えるネットワーキング型博士人材を
育成することを目的としている。またデザイン力、コミュニケーション力、マネジメント力を持った
GPI （Global Principal Investigator）として育成することを目指し、以下の仕組みを展開している。
履修生が各界の著名人との出会い、様々な領域で活躍する学生同士の交流によりアカデミアのみなら
ず、産官民など多様な領域をキャリアパスや活躍の場として意識することにつながっている。 
【大阪大学未来トーク】さまざまな分野で活躍中の著名人を招き、各界の最先端についての講演会を全
学的に開催している。本プログラムからは、毎回、平均して約 26 名が参加している。 
【ヒューマンウェアイノベーション創出論】各種分野の企業や研究所からの講師によるセミナーを行
い、将来リーダー人材として融合分野を牽引する自覚を促す講義を行っている。博士人材の社会におけ
るキャリアパスについて経験に基づき、講義および対話をしていただいている。 
【博士課程教育リーディングフォーラムの実施】平成 25 年度に大阪大学がホストとなり開催した。学
生ワークショップに産業界から審査委員を招聘し、リーディングプログラム全体として産学の関係付け
を具現化した。また複合分野「情報」で実施側の会合を持ち、問題点の共有化を図った。 
【産学連携フォーラム OACIS への参画】情報科学研究科が行っている産学連携フォーラムに参加し、
履修生の自主企画や、学生同士の融合研究についてポスターにて活動を発信した。またフィードバック
を得て研究を改善する機会を得るとともに、企業からキャリアパスの講演をしていただいた。 
【履修生によるアウトリーチ活動】履修生が自身の活動を高校生、大学学部生などに紹介し、自らの研
究内容を広報する活動を行って、社会における認知度を深めている。平成 26 年度、40 名以上の参加が
あった。 
【産学連携連絡協議会およびシンポジウムにおける議論】博士人材のキャリアパスについて機会がある
毎に議論を行い、修了生のキャリアパスについて継続的に議論を行っている。平成 26 年度には、2 社
から人事担当者も産学連携連絡協議会に参加し、履修生の成長について把握を行った。 
４．共同研究やインターンシップをはじめ実践性を備えた効果的な研究訓練等が行われ、各学生に対して産

学官民等の各界より高い評価が得られているか（学生への外部からの評価） 

【融合研究の推進】本プログラムでは、所属する研究科を超えた学生間、あるいは教員と学生を含めた
異分野の融合による研究推進を義務付けており、3 年次における Research Qualification Examination 
（R-QE）においては、自らの専門分野の研究のみならず、融合研究の成果についても評価を受けるこ
ととしている。分野を超えた学内外における共同研究を行うことにより将来のリーダー像を自ら模索さ
せることを考えている。また、産学連携連絡協議会において、履修生が企業へ出向いてインターンシッ
プを行う際の、目的、方法、評価について議論している。平成 25 年度 24 名、平成 26 年度 20 名の履修
生が企業または学外研究機関と共同研究を実施している。平成 27 年度以降、社会の要請に応える研究
に履修生が参加する共同研究、インターンシップを実施していくことを考えている。 
【イノベーション実践演習】参画している企業のプログラム担当者が講師となり、社会に即した課題を
設定し、グループワークで課題を解決していくプロセスを学ばせる（3 年次）。平成 26 年度に博士課程
の学生の協力を得て試行を行っており、平成 27 年度より本格実施する。 
【学生アドバイザリ委員会による学生指導】I.3．に示したように学生アドバイザリ委員会が設置され、
各履修生に対し大学内外の委員が、複眼的な視点で指導している。履修生は文書と面談により学外者を
含めた委員から評価を受け、自身で研究や勉学において PDCA（計画・実施・検討・対処）サイクルを
回している。 
【国際アドバイザリ委員会による学生評価】情報科学、生命科学、認知・脳科学の諸分野の国際的に著
名な研究者から構成する国際アドバイザリ委員会を設置し、プログラムの評価を受けるとともに学生の
成長過程を評価、指導していただいている。平成 25 年度に第 1 回委員会を開催し、１期生に対する活
動状況の評価を受け、講評をいただいた。学生の積極的なプログラムへ関わる姿勢や、自分たちの研究
を伝えようとするコミュニケーション能力に対して委員から高い評価が得られた。 
【学会などによる受賞状況など】平成 25、26 年度において、国内外の学会や研究、コンテスト等で、
履修生が受賞した件数は 11 件にのぼり、専門分野においても履修生が高い評価を得ていることが裏付
けられている。 
【学術論文・特許など】平成 25、26 年度においては、1、2 期生あわせて、20 件を投稿、うち 10 件が
採択（5 件は審査中）されており、様々な分野における学術的評価も非常に高い。計画を超えた進展に
より、融合研究の成果でも国際会議発表、学術論文採択があった。 
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５．修了者の社会での活躍状況を長期にわたり把握する仕組みの構築に向けて具体的な取組に着手している

か（把握手法の構築） 

【現状の進路把握状況】大阪大学では、在籍者への情報提供や各種調査への対応を目的として、長年に
わたって全大学院生の進路を把握するため、「進路・就職報告システム」を運用している。博士後期課
程修了者のデータ回収率は 99.0%（過去 3 年の平均）であり、現状でもほぼ、全ての修了者に対する進
路を把握できている。関連する情報科学研究科、生命機能研究科、基礎工学研究科も完全に進路状況に
ついて把握している。 
【活動状況の長期把握について】大阪大学では、永続的な関係を維持し、交流を深めて、ともに発展し
ていくために平成 25 年 9 月に卒業生室を設置し、卒業生のデータベースの構築、生涯メールアドレス
の提供、各種情報発信やイベントの開催、卒業生ネットワークの形成支援に取り組んでいる。これらの
活動の中で、修了生の社会での活動はデータベースを用いて完全に把握していく予定にしており、平成
27 年度中の運用開始を目指して現在検討を進めている。運用開始後は、現状の修了時の進路把握の仕組
みをスタート点として、卒業生室として各種のインセンティブによって、修了者の社会での活躍状況を
永年にわたって把握するシステムの構築を目指している。本プログラムから修了者が出る平成 29 年度
末には運用がスタートしていると考えている。また、関連する情報科学研究科、生命機能研究科、基礎
工学研究科も独自に同窓会を構築している。情報科学研究科では Web を通じたシステムを用いて、修
了生の活躍を把握するシステムを既に整えている。これらのシステムを、本プログラムに拡大し、履修
生の修了後の活躍状況を常に把握する手法が構築可能と考えている。 
【把握状況の有効利用について】博士人材の特質を生かした活動状況の把握とその活用に向けて、文部
科学省、科学技術振興調整費による「イノベーション創出若手研究人材養成」事業（平成 20-24 年度）
に採択された「協働イノベーション創出リーダー育成」において、「若手人材動態データベース」の取
組を進めた。このデータベースをさらに発展させ、卒業生データベースの連携も図りながら、インステ
ィチューショナルリサーチ（IR）機能の一環に位置づけて博士課程教育の改善及び各種施策に生かして
いくことを全学的に考えている。 
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研究室以外
年度 17 名、
【メンタリ
日頃の悩み
者（13 名）

２．プログ

共有し共通理

【全学体制
未来戦略機
ても輝き続
士課程リー
視野と独創

その結実
れた。平成
に立ち、厳
構想、「世界
士課程教育
てヒューマ
う活動を強
【担当教員
ムを企画す
組織との連
委員会は、教
基礎工学研
グラムを遂
【広報】本
来戦略シン
解となるよ

（機関名：大阪大

ーバルに活躍

５．について

にあたっては

取組を推進し

するよう留意

の多様なセク

用をはじめ組

当たりの指導教

記入してくださ

制】研究科の
究機関である

理化学研究
トワーキング
ラムの企画運
委員会（学内
演習等の教員
ム担当者（４名
（8 名）も教育
ドバイザリ委
できるように

学生アドバ
名）、学外プロ
ローテーショ
外の２研究室

平成 26 年
ング制度】学

みやキャリア
が携わって

ラム担当者、

理解をもって

制】大阪大学
機構「教育研
続ける基盤を
ーディングプ
創力を持って
実として、文
成 26 年を「世
厳しい国際競
界適塾」へと

育プログラム
マンウェアイ
強力に展開し
員】ヒューマ
する教務委員
連携を担う海
教務委員会の

研究科の教授
遂行するとと
本プログラム
ンポジウムに
よう努力を行

大学 類型：複合

躍するリーダ

て適宜定量的

は申請時と比

した者・部署

意してくださ

クターから第

組織的な支援

教員数（プログ

さい。） 

枠を越えた学
る情報通信研
究所生命シス
グ型博士人材
運営：プログ
教員 43 名
体制：コー
名）、および
育指導活動に

委員会：履修生
するため、専
イザリ委員会
ログラム担当
ン：異なる

室で研究活動
年度 15 名）が
学生アドバイ
パスに関す

ている。また

それ以外の

て改革を推進

学では、採択
研究推進部門」

構築するこ
プログラムな

博士人材を育
文部科学省に
世界適塾」元
争の中、グ
と発展させて
のコーディネ
ノベーショ
ている。 
ンウェアイ
会、インター

海外連携委員会
の中に置いて

授会、教務委員
もに、本学大
の成果や活動
おいて情報発

行っている。 

合領域型（情報

ダーを養成す

な指標を活用

比較して達成

署、体制整備を

い。（例：○

第一級の教員を

援体制が構築さ

グラム担当者）、

学位プログラ
研究機構（N
テム研究セ
を育成する。
ラムの企画

（特任教員 5
スワークの講

び学外の講義
に深く関与し
生が自身の指
専攻教員のほ
会を学生ご
当者（13 名）
分野の学生
に参加するこ

が携わってい
イザリ委員会
るアドバイス

た、特任教員

の学生の指導教

進・協力してい

されたリーデ
」が統括して
とを目指して
どの大学院教
育成する」こ
よる「スーパ
元年とし、様
ローバル社会
ていく予定で
ネータ会議の
ン企画運営委

ノベーション
ーンシップ関
会を設置し運
ている。これ
員会および協
大学院の教育
動は、未来戦
発信し、新し

報） ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ名

15 

する指導体制

用するなどし

された点とさ

を主導した者

○○長主導の下

を結集した密

されているか

、産業界経験の

ラムを設置し
NICT）、脳情
ンター （Q
。 
・運営の中心
5 名を含む））
講義、演習を

義担当者（9 名
している。
指導教員のみ
ほか、他研究
とに設置し、
）が参画し、
がグループに
ことを必須単

いる。 
会が中心とな
スを行ってお
（5 名）を中

教員等の学内

いるか（改革

ディング大学
ている。世界
て「大阪大学
教育の実施に
ことを謳って
パーグローバ
様々な大学改
会で「学問に
である。こう
のもとで、本
委員会を設置

ン企画運営委
関係を含めた
運営に当たっ
れらの委員会
協力する学外
育体制の改革
戦略機構が主
しい博士課程

称：ヒューマン

制の整備 

して、具体的か

されていない

者・部署や学

下・・・／○

密接な指導体

か（指導体制

のあるプログラ

し、企業担当
情報通信融合

BiC）などと

心となる企画
が関連事業

を担当する教
名）が実施し

みならず、多
究科教員 1 名
、複眼的に指
、学生のメン
になって、在
単位としたカ

なって、博士
おり、学内教
中心にオフィ

内関係者のみ

革意識の共有

学院プログラ
界屈指のグロ
学未来戦略(2
により「革新
ている。 
バル大学創成
改革・教育改
による調和あ
ういったなか
本プログラム
置し、III.1.で

委員会のもと
た産学連携を
っている。ま
会は参画する
外研究機関、
革の推進母体
主催し、全学
程教育プログ

ンウェアイノベー

かつ明確、簡

い点が明確とな

学内外部署協力

○○と△△の連

制や、メンタ

の構築） 

ラム担当者数も

当者（9 社）、
合研究センタ
との協力体制

画運営委員会
業に対して実
教員として学
している。さ

多面的に評価
名、産業界な
指導を行って
ンタリングも
在籍研究科以
カリキュラム

課程の研究指
教員（26 名）
ィスアワーを

みならず、大学

） 

ラムに関する
ローバル大学
2012-15）」を
新的な大学院

成支援」事業
改革を更に進
ある多様性の
か、未来戦略
ム内での運営
で述べたプロ

とには、選抜
を促進する産
また、リーデ
情報科学研
企業と密接

体をなってい
学企画として
グラムの改革

ーション博士課程

簡潔に記入し

なるよう留意

力体制につい

連携の下、～

ター

も含

世
ター 
制の

会（平成 26 年
実施にあたっ
学内教員（88
さらに、シン

価されアドバ
など大学外の
ている。この
も行っている
以外を必ず１
ムに、学内教

指導を行うだ
）、学外プロ
を設けている

学全体として

る運営などに
学として 22
を策定し、そ
院教育を推進

業（タイプ A
進めていくス
の創造」を推
略機構、全学
営上の意思決
ログラム推進

抜委員会、教
産学官連携委
ディング大学
研究科、生命機
接に連携し、
いる。 
て開催される
革の理念を全

研究室ロ

（H

様式１

程プログラム）

てください。

意してくださ

いては可能な

～の体制を構

年度 26 名）
っている。
8 名）、学外

ンポジウム時

バイスを受け
のメンバー1
の指導に学内
る。 
１つ含む在籍
教員（平成 25

だけでなく、
ログラム担当
る。 

て改革理念を

に関しては、
世紀におい

その中で、博
進し、国際的

A）に採択さ
スタート地点
推進していく
学の５つの博
決定機関とし
進の中枢を担

教育プログラ
委員会、海外
学院学位審査
機能研究科、
本学位プロ

る大阪大学未
全学共通の理

ローテーション

H25 年度）

 

 

 

な

構

外
時

け
1
内

籍
5

を

い
博
的

点

博
し
担

外
査

未
理



３．外国人学

いるか（グ

本プログ
て含まれて
ローバルに
実施してい
【語学教育
アを取得す
外部講師を
【沖縄科学
科学技術大
用語が英語
し、施設や
大学へ、学
点の獲得や
【海外の学
語のみにて
プレゼンテ
生に行わせ
が平成 19 年
ネジメント
【プレイン
や教員と交
週間程度の
年度に実施
【海外イン
外武者修行
平成 24 度か

４．卓越し

ットワークの

【海外の連
能研究科、
ルニア大、
タリア工科
これらの大
いて協議を
（ハーバー
ェール大学
（チューリ
レッド・ハ
ツ人工知能
る。 
【上海交通
しており、
科を訪問し
容を紹介し
【マンチェ
により各大
ラムが実施
学生間交流
ター大学を
の関わりに
【シドニー
シドニー大
学生交流に
く地理的な

（機関名：大阪大

学生・教員と

ローバルな環

グラムでは、
ており、日常
に活躍できる
いる。 
育】本プログ
することを義
を招いて語学
学技術大学院
大学院大学（O
語であり、「身
や研究室を見
学生の訪問を
やコミュニケ
学生を招いて
て行われる国
テーションす
せ、学生がマ
年に立ち上げ

ト力、英語に
ンターンシッ
交流し、イン
の比較的短期
施した。派遣
ンターンシッ
行インターン
から平成 26

た海外機関と

の形成） 

連携機関との
基礎工学研
ワシントン

科大（IIT））を
大学とは 3 年
をしてきた。
ード大学、カ
学、カーネギ

ッヒ大学、
ハンチンソン
能研究センタ

通大学との交
平成 25 年度

し、親交を深
し、今後のプ
ェスター大学
大学の博士後
施されている
流などについ
を訪問し、研
について学ぶ
ー大学との交
大学を訪問し
につながって
な観点からも

大学 類型：複合

との関わり及

環境整備） 

Ⅳ.1 表に示
常的に外国語

資質を修得

グラムでは修
義務付けてい
学教育を行っ
院大学（OIST

OIST）と密
身近なグロー
学するとと
受け入れた。
ーション能
のセミナー
際合宿を行

する能力を養
ネジメント力
げたものを、
よるコミュ
プ制度】3 年

ンターンシッ
期間、海外の
遣数は 25 名で

プ】海外の企
シップを行
年度の間に博

との連携・交

連携・交流
究科の 3 研究
大）、アジア
をはじめとす

年次以降のイ
これらに加
リフォルニ
ーメロン大学
コインブラ大

ンがん研究セ
ー、ルール大

流】大阪大学
度の関連行事
深めた。平成
プログラム推進
学との交流】
期課程学生や
。平成 25 年
て議論を行い
究内容の紹介
契機になり
流】マンチ
、研究内容
いる。オース
今後の本プ

合領域型（情報

及び外国語の使

示すように外
語の使用も行
得するために

了の要件と
る。また、そ
ている。 
T）との交流

密な交流を行
ーバル環境」
もに、教員に
。学生同士で
力が大きく促
合宿】海外の
うことで、最
わせている。
力を修得する
本プログラ

ニケーション
年次以降に、
プの可能性
研究機関や企

であった。
企業、大学、
わせる。平成
博士後期課程

交流により国際

の概要】海外
究科がこれま
ア（北京大、
する海外諸機
ンターンシッ
えて、海外イ
ア大学ロサン
学、ロチェス
大学）、アジ
ンター）、欧
大学）などを

学と上海交通
事には情報科

26 年度には
進に関する意
英国では、
や若手研究者

年度には、マ
い、その後、
介や、活発な
、非常に有意
ェスター大学
の紹介や、活
ストラリアの
ログラムの推

報） ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ名
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使用等による

外国人留学生
われるのに加
、以下のよ

して TOEIC
それに向け、

流】世界から
行っている。O

でもある。
によるセミナ
で研究を深く
促進された。
の大学の学生
最先端の研究
。また、この
ることにも効
ラムで 3 研究
ン力を養成す
、海外でイン
や具体的な研
企業へ訪問す

、研究機関に
成 27 年以降
程学生により

際競争力ある

外機関との連
までにさまざ
上海交通大

機関との連携
ップの受け入
インターンシ
ンゼルス校、
スター大学、

ジア（マイク
欧州（西イン
を学生が訪問

通大学は長年
科学の分科会
は履修生の参
意見交換を行
Research C
者を対象に T

マンチェスタ
、本プログラ
な討論を合宿
意義であった
学との交流同
活発な討論を
の大学との交
推進における

称：ヒューマン

るグローバル

が毎年履修生
加え、履修生
うなプログ

C730 点以上
、平成 26 年

ら優秀な研究
OIST は教員
平成 25 年度

ナーを行った
く議論し交流

 
生や研究者を
究に触れさせ
の運営および
効果をあげて
究科の合同開
する活動とし
ンターンシッ
研究・活動内
するプレイン

に、1.5 ヶ月
降、3 年次以上
り（39 件）試

る国際ネット

連携交流につ
ざまな共同企

大、南洋工科
携関係を従前
入れ先として
シップの試行
デューク大
コールドス

ロソフト・ア
ングランド大
問し、国際ネ

年にわたり研
に、4 名の上
参加に拡張さ
行った。 
Council（RU
Transferabl
ー大学から本
ラムより、教
宿形式で行っ
たという報告
同様、平成 2
を合宿形式で
交流は上記の
るグローバル

ンウェアイノベー

ルな教育研究

生とし
生がグ
ラムを

上のスコ
年度より

究者を集めて
員の 7 割と学
度には、大阪
た。平成 26 年
流を深めるこ

を招聘し、全
せるとともに
び海外の研究
ている。この
開催に拡大し
して運営する
ップを行うた
内容を議論さ
ンターンシッ

（短期）、ま
上の学生に行
試行を行い、

ワークが形成

ついては、情
企画を推進し
大）、欧州

前以上に密に
ても連携を深
行においては
大学、ペンシ
スプリング・
アジア）、平
大学、欧州分
ネットワーク

研究者間の交
上海交通大学
され、本プロ

UK）を通じ
le Skill をト
本プログラム
教員 4 名と履
って交流を深
告が参加学生
26 年度に教
で行って、平
のように少な
ル化に大きく

セ

ーション博士課程

・生活環境が

て内閣府が設
学生の 8 割が
阪大学から O
年度は、OIS
ことで、グロ

全ての運営プ
に、グローバ
究者との交渉
の合宿は生命
し、国際性、
るものである
ために、訪問
させることを
ップ（海外）

または 3 ヶ月
行わせる計画
、万全の体制

成されている

情報科学研究
してきた北米
（ビーレフェ
し、深化を図

深め、受け入
は、平成 24
シルバニア州
ハーバー研

平成 25 年度に
分子生物学研
クが着実に形

交流を大学レ
学の教員が情
ログラムの取

じた政府予算
トレーニング
ムに教員の訪
履修生 6 名が
深めた。科学
生から得られ
教員 3 名と履
平成 27 年度
なかったが、
く資するもの

海外学生を招

セミナー合宿（

様式１

程プログラム）

が確保されて

設立した沖縄
が外国人で公
OIST を訪問
ST から大阪
ローバルな視

プロセスが英
バルな視点で
渉はすべて学
命機能研究科

履修生のマ
る。 
問先の研究者
を目的に、2

を平成 26

月派遣し、海
画であるが、
制を整えた。

るか（国際ネ

究科、生命機
米（カリフォ
ェルト大、イ
図ってきた。
入れ内容につ

年度に北米
州立大学、イ
研究所、欧州
に、北米（フ
研究所、ドイ
形成されてい

レベルで実施
情報科学研究
取組や研究内

算の重点配備
グするプログ
訪問を受け、
がマンチェス
学技術と社会
れている。
履修生 4 名が
度のさらなる

アジアに近
のと考える。

招いての 
H25 年度）

 

 

 

縄
公
問
阪
視

英
で
学
科
マ

者
2
6

海

ネ

機

つ
米

州

い

施
究
内

備
グ

会

が

近



様式１ 

（機関名：大阪大学 類型：複合領域型（情報） ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ名称：ヒューマンウェアイノベーション博士課程プログラム） 
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５.プログラムにおける教育活動の状況 

 本学位プログラムの教育活動について記入してください。 

（各年度 3月 31 日現在）

区分 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 

(1) 主専攻以外の分野の授業等の履修科目

数（１人当たり） 
科目 6.58 科目 4.07 科目

(2) PBL など課題解決型学習を取り入れた

授業科目数 
科目 20 科目 22 科目

(3) ①研究室ローテーション ※名称不問 

（参加した学生の数） 
人 24 人 20 人

 ②研究室ローテーション ※名称不問 

（回った研究室の数／１人当たり） 
研究室 2 研究室 2 研究室

(4) 企業へのインターンシップ派遣者数

（国内） 

   人

（  人）

   26 人

（  1 人）

   24 人

（  1 人）

(5) 企業へのインターンシップ派遣者数

（海外） 

人

（  人）

0 人

（  0 人）

   0 人

（  0 人）

(6) 官公庁へのインターンシップ派遣者数     人     0 人    0 人

(7) ＮＰＯ等へのインターンシップ派遣者

数 
  人   0 人   0 人

(8) 国際機関等へのインターンシップ派遣

者数 
    人     0 人    0 人

(9) 海外大学等への派遣者数    人    12 人 33 人

(10） 学生の学会発表数    件  (  件）    37 件  ( 7 件）   98 件  ( 26 件）

(11） プログラムに参画する企業数    件  (  件）    8 件  (  1 件）    11件  (  1件）

(12） プログラムに参画する官公庁数 件 0 件 0 件

(13） プログラムに参画するＮＰＯ等数 件 0 件 0 件

(14） プログラムに参画する国際機関数 件 0 件 0 件

(15） 共同研究の実施件数（企業） 
件

(  件）

2 件

(  0 件）

4 件

(  0 件）

(16） 共同研究の実施件数（国際機関等）    件  (  件）    0 件  (  0 件）    0 件  (  0 件）

(17） 共同研究の実施件数（大学・研究機関） 
件

(  件）

3 件

(  0 件）

14 件

(  3 件）

(18） 学生の論文発表数 件 17 件 50 件

(19） 上記(18）のうち、レフェリー付き論

文発表数 
    件     11 件 28 件

(20） 上記(18）のうち、外国語で作成した

論文の発表数 
    件     9 件     26 件

(21） 企業等からの経済的支援の受入件数     件 0 件 1 件

※（３）②研究室ローテーションは、一人あたりの平均件数を記入してください。また、学生自身の所属研究室については件数に含めないでください。 

※（４）「企業へのインターンシップ派遣者数（国内）」及び（５）「企業へのインターンシップ派遣者数（海外）」については、本プログラムにおいて、

企業に派遣した学生数を記入してください。括弧内には１ヶ月以上のインターンシップについて内数を記入してください。 

※（１０）「学生の学会発表数」については、括弧内に国外かつ外国語で行われた学会での発表数についての内数を記入してください。 

※（１１）「プログラムに参画する企業数」については、括弧内に国外の企業数について内数で記入してください。 

※（１５）「共同研究の実施件数（企業）」～（１７）「共同研究の実施件数（大学・研究機関）」については、括弧内に国外との共同研究実施件数につ

いての内数を記入してください。 
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Ⅳ．優秀な学生の獲得 

以下１．～２．について適宜定量的な指標を活用するなどして、具体的かつ明確、簡潔に記入してください。

なお、記入にあたっては申請時と比較して達成された点とされていない点が明確となるよう留意してくださ

い。また、取組を推進した者・部署、体制整備を主導した者・部署や学内外部署協力体制については可能な

範囲で記入するよう留意してください。（例：○○長主導の下・・・／○○と△△の連携の下、～の体制を構

築した。） 

１．多様な背景を持つ優秀な学生を獲得するための工夫を行っているか、またその結果として優秀な学生を

獲得できているか（優秀な学生の獲得） 

（優秀な学生を集めるための工夫及び優秀な学生を選抜するための工夫並びにプログラム受講生の多様性（女性、留学

生、他大学出身者、社会人学生などの状況）などがプログラムに与える人材養成面の効果も含め、記入してください。）

本プログラムにおいては、情報科学研究科、生命機能研究科、基礎工学研究科の強力な連携の下、Web
やシンポジウムを開いての広報活動の実施、海外の研究機関に赴いてのプログラムの紹介を通じて、多
様な背景を持つ優秀な学生の獲得に努めている。また、各研究科の博士前期課程入学試験合格者を対象
とした審査を実施し、最終的に優秀な学生を履修生として獲得している。 
【選抜の広報】平成 24 年度には、本プログラムの内容、募集要項、アドミッションポリシーを説明す
るシンポジウムを開催し、348 名の参加者を得た。また平成 24 年度、25 年度、26 年度には各研究科に
おいて個別に入試説明会を実施している。さらに、プログラム担当者が、交流関係を有する海外連携機
関に直接赴いたり、国際会議中に広報活動を行って、上記同様の三つの内容について説明し、優秀な学
生の獲得に務めている（平成 24 年度：16 件（うち大学 12、国際会議 4）、平成 25 年度：30 件(うち大学
12、国際会議 18）、平成 26 年度：13 件(うち大学 6、国際会議 7））。 
【選抜の方法】本プログラムでは、情報科学研究科、生命機能研究科、基礎工学研究科の博士前期課程
入学試験合格者を対象とし、書類審査と面接の 2 段階の選抜により履修生の選抜を実施している。その
選抜に先立ち、選抜要項、アドミッションポリシーを作成し、刊行物と Web で公開している。 
書類選考：主に以下の 2 点、①学部生時代に行った研究内容および大学院入学後の研究計画、②アドミ
ッションポリシーを熟読した上での本プログラムで行う活動内容について、を記述させ、基礎能力、プ
ログラムのポリシーへの理解力について審査している。 
面接審査：申請書類に記述した内容に基づいて面接審査を行っている。学生には①および②について口
頭で説明させ、質疑を行う。情報科学研究科、生命機能研究科、基礎工学研究科の教員から構成される
選抜委員会が主体となり、面接審査を実施している。 
【受講生の多様性について】平成 25～27 年度入学生については、その背景を下の表にまとめた。女性、
留学生、他大学出身者、社会人学生などの多様な学生が存在している。これらの多様性は教育的効果に
資すると考えている。 
【優秀な学生の獲得の実現】平成 25～27 年度入学生については入学時の TOEIC の成績の平均点は 758
点である。入学後、平成 25、26 年度においては、学術論文において 1、2 期生併せて、20 件を投稿、う
ち 10 件が採択（5 件は審査中）されており、様々な分野における学術的評価も非常に高く優秀な学生が
獲得できていることを証明している。 

表のように、志願者数は、定員を大きく上回っており、本プログラムの学生からの評価が高いことの
証左といえる。高い志願者倍率を保つことによって優秀な学生の獲得が実現されており、本プログラム
の意義を学生が感じていることが確認される。 

応募者数・合格者数・受講者数 
（定員：各年度とも20名前後） 

平成25年度(1期生） 平成26年度(2期生） 平成27年度(3期生）

合 
計 

女

性

留

学

生

他

大

学

合 
計 

女

性

留

学

生

他

大

学 

合 
計 

女

性 

留

学

生

他

大

学

志願者数 

応募者数 41 6 8 18 31 3 4 8 28 5 7 13

うち情報科学研究科 16 1 4 4 15 1 2 2 13 2 3 3

うち生命機能研究科 16 4 3 12 12 2 2 6 8 3 0 6

うち基礎工学研究科 9 1 1 2 4 0 0 0 7 0 4 4

合格者数 

合格者数 28 4 6 11 21 2 3 4 23 5 6 11

うち情報科学研究科 11 1 3 3 11 1 2 2 11 2 3 3

うち生命機能研究科 10 2 2 7 7 1 1 2 6 3 0 5

うち基礎工学研究科 7 1 1 1 3 0 0 0 6 0 3 3

受講者数 
(2015年4月1日現在） 

受講者数 24 5 4 10 20 1 3 4 23 5 6 11

うち情報科学研究科 8 1 2 3 11 1 2 2 11 2 3 3

うち生命機能研究科 10 2 2 7 6 1 1 2 6 3 0 5

うち基礎工学研究科 6 1 0 0 3 0 0 0 6 0 3 3
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２．学生が学修研究に専念できる経済的支援を実施しているか（経済的支援の実施） 

（奨励金の受給について、選考手続、受給資格、受給条件、支給金額等についても記入してください。また、奨励金、

TA・RA などの支援に加え、大学独自予算による授業料減免などの支援を実施している場合はそれも含め記入してくださ

い。） 

本学位プログラムに選抜された履修生に対しては、以下に示すように、さまざまな形態での支援によ
り、学修研究に専念できる環境を形成している。 
【奨励金制度】年度ごと履修生からの申請に基づき、厳正なる審査のもと適格であると判断された者に
対し経済支援を行っている。履修開始時は 10 万円/月とし、1 年次 12 月に行う Preliminary Qualifying 
Examination （Pre-QE）に合格した場合 20 万円/月に増額する仕組みを取り入れている。3 年次に行
う Research Qualifying Examination（R-QE）に合格しなかった学生は奨励金の支給を停止する。 
【インターンシップ参加補助】履修生に対しては、4 年次に国内の企業や海外の研究機関にインターン
シップに赴く際には、これに必要となる経費は本学位プログラムが支援することとしている。 
【研究支援】履修生に対し、基礎的な研究遂行および、企画提案型プロジェクトに対して研究費支援を
行う。個人で取り組む研究に対する支援に加えて、異分野の研究者と研究チームを構成する融合プロジ
ェクトの提案についてはより手厚く支援する。具体的には、チームを作って研究を行う独創的研究経費
として上限年間 100 万円の研究支援を行っている。 
【研究成果発表支援】履修生が得た研究成果を国内外の学会で発表するための旅費および学会参加費、
海外の研究機関への訪問旅費、自主的ワークショップの開催経費は、審査の上これらの活動を支援して
いる。 
 以上の諸々の支援について、その選考手続き、受給資格、条件等を盛り込んだ規定を本学位プログラ
ムで設けるとともに、支援内容、状況、実績については、本学位プログラムホームページを通じて広く
世界に公表している。 
【授業料免除】奨励金の受給学生は、独立生計者となるため、多くの履修生が授業料免除申請を行って
いる。平成 25 年度履修生 24 名中 5 名、平成 26 年度履修生 44 名中 26 名が免除対象となっており、高
い比率で免除を受けている。 
【TA】大学独自の経費による TA については、平成 25 年度以降、奨励金受給者であってもプログラム
の実施に不可欠な場合において週当たり 5 時間までの活動が認められるようになったことを受けて、平
成 25 年度は 3 名、平成 26 年度は７名がその範囲で活動を行っている。 
３．奨励金等の経済的支援の受給状況 

本学位プログラムの対象学生の経済的支援の受給状況について記入してください。 

                                        （各年度 3月 31 日現在） 

 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 

奨励金受給学生数 0 人 23 人 43 人

ＴＡとして採用している学生数 0 人 0 人 0 人

ＲＡとして採用している学生数 0 人 0 人 0 人

奨励金支給に関しては、毎年履修生からの申請に基づき、学業の状況などを鑑み審査を実施している。
教務委員会の中に奨励金支給のための審査委員会を設け、書類審査の上、適確と判断された場合は支給
を行っている。また、入学選抜時においては、10 万円/月の経済的支援とし、1 年次 12 月に行う
Preliminary Qualifying Examination （Pre-QE）の結果を考慮し、適確と判断された場合には、20
万円/月に増額する仕組みを取り入れている。平成 25 年度、平成 26 年度の Pre-QE 合格者は、全員 20
万円/月に増額を行った。平成 27 年度以降 3 年次に行う Research Qualifying Examination（R-QE）
に合格しなかった学生は奨励金の付与を停止する。上の表に示すように、本プログラムにおける履修生
の 90%以上が、奨励金を受給しており、これにより勉学、研究に集中できる環境下でプログラムに参加
することができている。平成 27 年度は、日本学術振興会特別研究員 DC1 に採択された履修生（1 期生）
が 3名出たため、これらの履修生には奨励金受給を停止したが、当該履修生は全員、本プログラムを継
続実施している。1 年次、2 年次における勉学と研究に集中させる環境により、履修生の優れた能力を
さらに引き出すことに役立っていると考えられ、将来の学術の発展の面から考えても本プログラムの奨
励金制度は効果をもたらし始めているといえる。 

TA については、プログラムの実施について、不可欠な場合、週当たり 5 時間までの活動が認められ
るようになったことを受けて、平成 25 年度は 3 名、平成 26 年度は７名が、他経費にてその範囲で活動
を行っている。 

RA については、これまで、1、2 年次で活用できる体制が大阪大学で整っていなかったため、本プロ
グラムの採用数は平成 26 年度までゼロであるが、より柔軟に対象学生に経済支援を行うために大阪大
学全体で制度が整備され、今後、必要に応じて RA 制度を用いた履修生の経済支援の可能性も考えてい
くこととしている。 
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Ⅴ．世界に通用する確かな学位の質保証システム 

以下の１．～２．について適宜定量的な指標を活用するなどして、具体的かつ明確、簡潔に記入してくださ

い。なお、記入にあたっては申請時と比較して達成された点とされていない点が明確となるよう留意してく

ださい。また、取組を推進した者・部署、体制整備を主導した者・部署や学内外部署協力体制については可

能な範囲で記入するよう留意してください。（例：○○長主導の下・・・／○○と△△の連携の下、～の体制

を構築した。） 
１．グローバルに活躍するリーダーとなるに相応しい資質能力を保証する開かれた学位審査体制が構築され

ているか（学位審査体制の構築） 

（プログラムが独自に学位を出せる仕組みとなっているかという点も含め具体的に記入してください。） 

【学位審査体制の構築】本プログラムにおいて、学位審査に当たっては、情報科学研究科、生命機能研
究科、基礎工学研究科の連携の下、研究科をまたぐ委員から構成される審査委員会（主査（所属する研
究室の長）、副査 2 名以上（研究室とは異なる研究科の教員、大学外の研究者各 1 名以上）で行うこと
としている。I.3.に示した学生アドバイザリ委員会が原則として審査委員会を構成する。 
学位論文は、英語で書かれ国際雑誌に掲載され、本人が筆頭著者である論文を主要部分とする英語論

文であることを必要とする。 
予備審査においては、専門家として自らの研究成果を理解し説明できることに加え、情報科学、生命

科学、認知・脳科学の融合領域で行われた融合研究の成果について、その波及効果を異なる研究分野の
研究者にも容易に理解させることができるかを重要な基準として評価する。さらに、主査、副査 2 名以
上出席の上で、公開で英語による研究発表会を行い、プレゼンテーション能力もあわせて審査する。 
その上で、履修生の所属する研究科の博士課程委員会で従来の学位審査を行い、所属研究科において

学位を認定する。 
これを受け、未来戦略機構が最終認定を行い、大阪大学総長から本プログラムの学位を授与する。学

位記には「本学大学院○○研究科△△専攻の博士課程を修了したので博士（□□）の学位を授与する。
本学博士課程リーディングプログラム「ヒューマンウェアイノベーション博士課程プログラムを修了し
たことを証する（○○は研究科名、△△は専攻名、□□は学位の分野）」を付記する。 

２．Qualifying Examination など修得能力を包括評価する確かな質保証システムが構築されているか（質保

証システムの構築） 

（大学院設置基準第１６条の２に定める博士論文研究基礎力審査を導入しているかという点も含め具体的に記入してく

ださい。） 

本プログラムにおいては以下に示す 2 回の Qualifying Examination（QE）および GPI 審査を実施
して履修生の修得能力を包括評価する仕組みを構築している。 
【Pre-QE】Preliminary Qualifying Examination （Pre-QE） は博士課程 1 年次 12 月に行っている。
博士課程 1 年次に実施した、異なる專門の学生との共同研究（サーベイ研究も可とする）の成果発表、
および、博士課程 2 年次以降に取組む研究提案について、書面と面接で審査している。審査委員会は、
履修生ごとに設置し、当該学生のアドバイザリ委員会のメンバーも審査委員に加え、研究の新規性・有
用性だけでなく、産業技術化の視点も審査基準としている。また、履修生に目指すリーダー像の評価項
目を示し、目標を理解させている。この審査に合格することを 2 年次に進級する条件とする。Pre-QE
に通らなかった時の進路再考や就職活動を考慮して、この時期に実施している。 
【R-QE】Research Qualifying Examination （R-QE）は 3 年次ヒューマンウェア融合領域プロジェ
クト研究の終了時に行う。専門領域の研究、融合研究については、進捗と計画について報告させる。書
面とプレゼンテーション、質疑によって審査する。審査委員会は、履修生ごとに設置し学生アドバイザ
リ委員会のメンバーを主に審査委員として構成する。 
【学位審査と GPI スキル標準熟達度審査】5 年次終了時（ただし、修了要件を満たし、優れた研究成果
を挙げたものは、短縮可能）には学位審査を行う。審査委員会の体制及び方法については、V.1.に示し
たとおりである。また、最終審査においては、GPI スキル審査に合格することを、リーディング大学院
修了の条件とする。GPI スキル審査では、デザイン力、コミュニケーション力、マネジメント力に関し
て、グローバルに活躍するリーダーに必要な資質を有していることを、最前線で活躍している研究者と
産業界の有識者で構成される GPI 熟達度審査委員会で総合的に審査する。専門家として自らの研究成
果を理解し説明できることに加え、融合研究の成果についてその波及効果を異なる研究分野の研究者に
も容易に理解させることができるかを重要な基準として評価する。 
【GPI スキル診断による PDCA サイクルの構築】GPI スキル診断を毎年実施し、学生アドバイザリ委
員会が診断結果の分析を鋭意行い、指針を与えることにより、GPI スキルの向上を促進させる。このよ
うに PDCA サイクルを繰り返すことによって、履修生がリーダーとして活躍できる博士人材に必要な
資質を修得することを可能としている。 
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Ⅶ．審査結果の留意事項・フォローアップの指摘事項への対応 

審査結果の留意事項及びフォローアップの指摘事項への適切な対応について 

・審査結果の留意事項及び参考意見について適切な対応がなされているか 

・現地視察報告書（平成 23 年度までの名称：フォローアップ報告書）の意見について適切な対応がなされているか 

・ＰＯフォローアップ報告書の課題・意見等について大学として検討・対応がなされているか 

について、具体的かつ明確、簡潔に記入してください。 

 

審査結果の留意事項及び参考意見 対応 

［留意事項］ 
・アカデミア人材の養成にやや力点が置かれてい
るように思える。起業を目指すような人材、ある
いは企業等でリーダーシップを発揮する人材を
養成することにも力点を置き、マネジメント力の
養成などリーダーシップの熟成の視点での改善
が必要である。 
［参考意見］ 
・グローバルに活躍するリーダーの養成の観点か
ら英語教育にも注力することが期待される。 
・中途半端に生物と情報とを学んだ人材ができる
だけといったことにならないよう、工夫が必要に
なる。 

「採択時における留意事項」を真摯に受け止め、
まず、本学位プログラムの強力な推進を行うため
に毎月開催している企画運営委員会をはじめと
するさまざまな機会を捉えて、留意事項を徹底し
た。本学位プログラムの趣旨として、博士課程学
生の平均的なレベルの向上ではなくて、リーダー
人材の育成に主眼がおかれていることを周知徹
底したうえで、起業を目指すような人材、あるい
は企業等でリーダーシップを発揮する人材育成
に力点を置くべく、次のような対応策を講じた。
 
(1) 本学位プログラムにおいては、産業界の有識
者を招いて実施する講義「イノベーション創出
論」や OJT 科目「イノベーション実践演習」が
留意事項に応える観点からは非常に効果がある
と考え、これらの講義・演習の担当者と面談を行
い、再度、留意事項について説明を行い、理解を
得た。（Ⅱ-2 欄） 

(2) 本学位プログラムで導入する企業へのインタ
ーンシップや、産業界の研究者・技術者による指
導制度において、留意事項に則った方向性をより
明確に打ち出し、イノベーション創出に関る知見
を有し、社会的な需要に応えうる高度人材を養成
するためのガイダンスを強化することとした。
（Ⅱ-1、Ⅱ-2 欄） 

(3) 「斉同熟議」の一環として、本学位プログラ
ムを主体として開催するセミナー、ワークショッ
プ、国際アドバイザリ委員会の内容を見直し、連
携機関の研究者や海外の著名な研究者・技術者に
加えて、ベンチャー企業経営者(起業家）や起業
家育成塾主宰者を招聘することとした。（Ⅱ-2、
Ⅵ-2 欄） 

(4) 外部評価等に関わるアドバイザリ委員会の委
員人選に当たっては、海外における企業事業にも
深い知見を有するメンバーにも参画いただき、本
学位プログラムの内容が留意事項に応える内容
になっているかの定点観測を行っていただくこ
ととした。（国際アドバイザリ委員会として評価
いただいている）（Ⅵ-2 欄） 
 
以上のような対応策を講じることによって、そ

の成果は平成 25 年度から履修生を受け入れた本
プログラムの実施において明確になるものと確
信している。ただし、留意事項については、その
重要性に鑑み、今後も継続的に検討し、必要と思
われる事業を実施していくことを考えている。 
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現地視察報告書の意見 対応 

・企業との連携も積極的に取り組んでいるが、ま
だ企業内研究所との連携にとどまっており、企業
側の期待に応える人材育成に向けた産学双方の
今後の努力に期待したい。 
・学修進度の異なる学生に対する教育（脳科学を
専攻する者への情報科学の教育、情報科学を専攻
する者への脳科学の教育など）については、配慮
が必要と感じた。 
・これまで取り組んできた、あるいは、設備など
を準備してきた脳研究や生命動態では研究プロ
ジェクトと教育との連携がしっかり行われてい
る。一方で、情報系のプロジェクトに生物系の学
生がどう取り組むかについては今後に期待した
い。 
・多くの学生がこのプログラムに参加し、異分野
の学生間の交流も積極的に行われているが、プロ
グラム参加学生は具体的な学際研究に取り組む
だけの教育的なバックグランドや具体的な研究
テーマをもっているわけではないので、今後さま
ざまな壁にぶつかるものと思われる。これらの問
題について教員の適切な指導や教育をお願いし
たい。学生の自主性を尊重するものの、どういう
課題を解くにはどういう分野の勉強が必要かな
どの情報を適切に学生に提供することが望まし
い。 
・1 期生の学生にとっては、新しい研究領域とい
うこともあり目標となる先輩が存在しないとい
う状況であり、不安を感じている学生も存在す
る。教員側のきめの細かいサポートが必要とな
る。学生と教員が協働して構築していくというス
タンスが良いのかもしれない。 

フォローアップにおける指摘事項を受け止め、以
下のような対応を行っている。 
(1) 企業側のプログラム担当者と産学連携連絡協
議会を開催し、企業の求めるリーダー像について
議論を深めた。学生アドバイザリ委員会で、産業
界のリーダーから直接履修生へのコメントを得
ることで、履修生が産業界で求められている技能
や素養を体感する機会を設けた。（Ⅱ-1、Ⅱ-2 欄）

(2) 斉同熟議において、履修生同士の研究発表や
融合研究など異分野の学生が交流する機会を設
けた。その中で、異分野の学生がもつバックグラ
ウンドの違いから異分野の学生とのコミュニケ
ーションスキルの向上が図れた一方で、スキル向
上に時間を要するなどの難しさもあった。そこ
で、異分野の学問分野に対して履修生がスムーズ
に教育を受けられる体制を整えるため、平成 26
年度から１年次の基礎科目として融合領域を俯
瞰的に学習でき、融合研究の実践をスタートでき
る「ヒューマンウェア基礎論 I」、「ヒューマンウ
ェア基礎論 II」を設置した。（Ⅰ-3 欄） 

(3) 履修生や各研究科の大学院生の協力を得て、
情報系のプロジェクトに生物系の学生がどう取
り組むか等について融合研究の実践や試行を行
い、異なる専門分野の履修生で作られたグループ
単位での融合研究検討と履修生間でアドバイス
や意見交換を重ねる場を提供した。（Ⅰ-3、5 欄）

(4) 本プログラムのために設置したディスカッシ
ョンルームで、各分野の教員と学生がいつでも議
論できる体制を整えると共に、オフィスアワーを
設けて、学生が教員に相談できる仕組みを整え
た。また、学生アドバイザリ委員会を年 2回開催
し、学生が日ごろ持つ悩みやプログラム上での障
壁、日々の生活、今後のキャリアパスなどについ
て、研究室外、専門分野外のプログラム担当者と
相談できる体制を整えた。さらに履修生提案によ
る融合研究の予備的実施と、研究科に在籍する教
員・大学院生の協力による融合研究試行を行い、
本プログラムにおける融合研究から得られる成
果への道筋を理解させるとともに、それを実現す
る素地を作った。(Ⅰ-3、Ⅱ-1、2、4 欄） 

(5) オフィスアワーを設け履修生の意見を聞く機
会を増やし、履修生をリーダーとして育成するた
めに必要な制度の新設や、カリキュラムの再考
を、履修生の意見を取り入れながら行う仕組み・
体制を整えた。この結果、履修生企画や平成 26
年度からの授業科目の新設が提案され、企画運営
委員会で議論することにより、制度として成立さ
せるなど柔軟な改良も進めた。（Ⅰ-3 欄） 
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PO フォローアップ報告書の課題・意見等 検討・対応 

(H25年度末＝H26.2.20の PO訪問のフォローアッ
プ報告書） 
・5名の学生との意見交換を行ったが、全体の学
生の意見を代表しているか疑問である。 
履修生の出身大学等の分布にも注意が必要であ
り、特に大阪大学出身者が少ない原因を検討して
みる必要があると思われる。 
・学生間の対話とプログラムの企画への参画を通
して、学生のモチベーションを強固な意志として
定着、発展させるとともに、これらを評価・追跡
することが大切である。 
・大阪大学内の他のリーディングプログラムや、
複合領域型（情報）で実施されている他のプログ
ラムとの交流を推進して、運営方法や内容の良い
ところを互いに取り入れ切磋琢磨することが大
切である。 
・委員現地視察の際に指摘された、目標となる先
輩不在という不安に対しては、サマーキャンプや
異分野研究交流会等の学生の自主企画への参加、
HP 等で目指す人材像を定常的に発信するなど目
標を明瞭にする広報活動などが有効と考えられ
る。 
 

 

(1) 履修生全体の数は2年次（阪大14名、他大学10
名、(留学生4名））、1年次（阪大16名、他大学4
名、(留学生3名））の出身内訳となっている。特
段、大阪大学の出身者が少ないと考えていない。
たまたま、POとの意見交換に出席した学生の阪
大出身者が少なかったかもしれない。ただし、こ
のプログラムの履修に関わらず大阪大学では広
いバックグラウンドを持った学生の大学院入学
を奨励しており、留学生も含め、多様な学生がプ
ログラムに参加するのは良い面が多いと考えて
いる。（Ⅵ-1欄） 

(2) 学生のモチベーションを高く維持することの
重要性を深く認識しており、折に触れ、意識を持
たせる仕組みを工夫していきたいと考える。モチ
ベーションの強さは学生アドバイザリ委員会へ
の報告の中で日々の生活などに対する悩みなど
についてアドバイスをもらう欄を設けていたり
して 5年間を通じて把握に努めたいと考えてい
る。また、学生からの自主的な企画を奨励してモ
チベーションを高めたいと考えている。(Ⅰ-3、4、
Ⅱ-1、2、4 欄） 

(3) 昨年、一昨年のリーディング大学院フォーラ
ムなどで他のプログラムとの情報交換、メーリン
グリスト作成などについて情報共有し、コーディ
ネータ間で意見を交換した。また、学内では、コ
ーディネータ会議において実質的な運営上の問
題、学内で統一して活動するメリットなどを常に
議論し、実施している。（Ⅱ-3、Ⅵ-3 欄） 

(4) 学生が目標を持って活動できることの重要性
を深く認識しており、折に触れ、その意識を持た
せる仕組みを工夫していきたいと考える。本年度
も上記のような活動を実施しているとともに、上
級生から下級生に活動内容をプレゼンするよう
なアウトリーチ活動を行っている。また、Pre-QE
の審査において目指す人材像の評価項目を履修
生に示し、目指す目標を明らかにしている。 
（Ⅰ-4、Ⅴ-2 欄） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


